
◎職業安定法及び労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労

働者の就業条件の整備等に関する法律の一部を改正する法律 
（平成一五年六月一三日法律第八二号）   

一、提案理由（平成一五年五月七日・衆議院厚生労働委員会） 

○坂口国務大臣 ただいま議題となりました職業安定法及び労働者派遣事業の適正な運

営の確保及び派遣労働者の就業条件の整備等に関する法律の一部を改正する法律案につ

きまして、その提案理由及び内容の概要を御説明申し上げます。 

 厳しい雇用失業情勢や働き方の多様化等が進む中で、労働力需給のミスマッチを解消

し、多様なニーズにこたえていくためには、公共及び民間の労働力需給調整機関が、そ

れぞれの特性を生かし、労働市場においてより積極的な役割を果たしていくことが必要

であります。 

 このため、職業紹介事業や労働者派遣事業が、労働力需給の迅速、円滑かつ的確な結

合を促進することができるよう、求職者の保護や派遣労働者の雇用の安定等に配慮しつ

つ、これらの事業に係る制度の整備等の措置を講ずることとし、この法律案を提出した

次第であります。 

 以下、この法律案の主な内容について御説明申し上げます。 

 第一は、職業安定法の一部改正であります。 

 まず、無料職業紹介事業について、地方公共団体が住民の福祉の増進、産業経済の発

展等に資する施策に附帯して行う場合及び特別の法律により設立された一定の法人がそ

の構成員を対象として行う場合には、届け出制により実施することができることとして

おります。 

 次に、職業紹介事業の許可等の手続について、事業所単位から事業主単位に簡素化す

ることとしております。 

 このほか、兼業禁止の廃止や委託募集の許可制の見直し等を行うこととしております。 

 第二は、労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の就業条件の整備等に関

する法律の一部改正であります。 

 まず、派遣期間について、その上限を一年から三年に延長し、一年を超える派遣期間

とする場合には、派遣先はその事業所の過半数を代表する労働者等に通知し、意見を聞

くものとしております。 

 また、派遣先が期間の制限を超えて派遣労働者を使用しようとする場合及び期間に制

限がない業務に三年を超えて同一の労働者を受け入れている場合において新しく労働者

を雇い入れようとするときには、その派遣労働者に対し、雇用契約の申し込みをしなけ

ればならないこととしております。 

 次に、物の製造の業務について、労働者派遣事業を行うことができることとし、この

法律の施行後三年間は、派遣期間の上限を一年とすることとしております。 

 このほか、紹介予定派遣について派遣労働者の就業条件の整備等を行うとともに、労



働者派遣事業の許可等の手続について事業所単位から事業主単位に簡素化すること等と

しております。 

 最後に、この法律は、公布の日から起算して九月を超えない範囲内において政令で定

める日から施行することとしております。 

 以上が、この法律案の提案理由及びその内容の概要であります。 

 何とぞ、御審議の上、速やかに御可決あらんことをお願い申し上げます。 

二、衆議院厚生労働委員長報告（平成一五年五月二二日） 

○中山成彬君 ただいま議題となりました職業安定法及び労働者派遣事業の適正な運営

の確保及び派遣労働者の就業条件の整備等に関する法律の一部を改正する法律案につい

て、厚生労働委員会における審査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 本案は、厳しい雇用失業情勢や働き方の多様化等に対応するため、職業紹介事業及び

労働者派遣事業が労働力需給の迅速、円滑かつ的確な結合を促進することができるよう、

これらの事業に係る制度の整備等の措置を講じようとするもので、その主な内容は、次

のとおりであります。 

 第一に、無料職業紹介事業について、地方公共団体が住民の福祉の増進、産業経済の

発展等に資する施策に附帯して行う場合及び特別の法律により設立された一定の法人が

その構成員を対象として行う場合には、届け出により実施することができること、 

 第二に、労働者派遣事業について、派遣期間の上限を一年から三年に延長し、一年を

超える派遣期間とする場合には、派遣先はその事業所の過半数で組織する労働組合等に

通知し、意見を聞くこと、 

 第三に、派遣先が派遣期間の制限を超えて派遣労働者を使用しようとする場合等には、

その派遣労働者に対し、雇用契約の申し込みをしなければならないこと、 

 第四に、物の製造の業務について、労働者派遣事業を行うことができるものとし、こ

の法律の施行後三年間は、派遣期間の上限を一年とすること、 

 第五に、紹介予定派遣について、就業条件の整備等を行うこと 

等であります。 

 本案は、去る四月二十二日の本会議において趣旨説明が行われ、同日本委員会に付託

されました。 

 本委員会では、五月七日坂口厚生労働大臣から提案理由の説明を聴取した後、質疑に

入り、十六日には参考人から意見を聴取し、昨二十一日質疑を終了し、討論の後、採決

の結果、賛成多数をもって原案のとおり可決すべきものと議決した次第であります。 

 なお、本案に対し附帯決議を付することに決しました。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（平成一五年五月二一日） 

 政府は、次の事項について適切な措置を講ずるよう努めるべきである。 

一 一年を超え三年以内の期間継続して労働者派遣の役務の提供を受けようとする場合



には、派遣先において労働者の過半数で組織する労働組合等からの意見聴取が確実に

行われ、意見が尊重されるよう派遣先に対する指導に努めること。 

二 いわゆる「リストラ」等の雇用調整を実施中及び実施直後に、当該雇用調整で解雇

した労働者が就いていたポストに労働者派遣を受け入れる場合には、派遣先は受入れ

期間の設定など適切な措置を講じ、労働者の理解を得られるよう努めなければならな

い旨指針で明記し、その周知に努めること。 

三 派遣元事業主は、労働者を派遣労働者として雇い入れようとするときは、その雇用

期間に関し、当該労働者の希望及び当該労働者に係る労働者派遣契約の労働者派遣の

期間を勘案して、当該労働者の雇用の安定を図るために必要な配慮をするよう努めな

ければならない旨指針で明記し、その周知に努めること。 

四 派遣先は、三年までの間で派遣可能期間を定めることが可能となったことを勘案し、

労働者派遣契約の労働者派遣の期間に関し、派遣元事業主と協力しつつ、派遣労働者

の雇用の安定を図るために必要な配慮をするよう努めなければならない旨指針で明記

し、その周知に努めること。 

五 物の製造の業務等への労働者派遣事業の拡大に当たっては、請負等を偽装した労働

者派遣事業に対し、その解消に向け労働者派遣事業と請負により行われる事業との区

分に関する基準等の周知徹底、厳正な指導監督等により、適切に対処するとともに、

請負に係る労働者の保護のため、請負により行われる事業に対し、労働基準法等労働

諸法令が遵守される取組を強力に進めること。 

六 紹介予定派遣について事前面接等労働者を特定することを目的とする行為に係る規

定を適用しないこととするに当たっては、濫用防止を図るための措置を指針で定め、

適正な運用の確保に努めること。 

七 貸金業者の職業紹介事業との兼業は、債務者に事実上の強制労働や中間搾取等が発

生することが懸念されることから、許可基準において必要な対応を図ること。 

三、参議院厚生労働委員長報告（平成一五年六月六日） 

○金田勝年君 ただいま議題となりました法律案につきまして、厚生労働委員会におけ

る審査の経過と結果を御報告を申し上げます。 

 本法律案は、厳しい雇用失業情勢や働き方の多様化等が進む中で、労働力需給のミス

マッチを解消し、多様なニーズにこたえていくため、職業紹介事業の許可等の手続の簡

素化、労働者派遣事業の対象業務の拡大及び派遣期間の延長等を行おうとするものであ

ります。 

 委員会におきましては、派遣労働者の保護の現状と今後の対応、労働者派遣制度が常

用雇用に与える影響、製造業への派遣を認めることの問題点、職業紹介事業に対する規

制穏和の在り方等について質疑を行うとともに、参考人から意見を聴取いたしましたが、

その詳細は会議録によって御承知願います。 

 質疑を終局し、討論に入りましたところ、日本共産党を代表して小池委員、社会民主



党・護憲連合を代表して大脇委員より、それぞれ反対する旨の意見が述べられました。 

 討論を終局し、採決の結果、本法律案は多数をもって原案どおり可決すべきものと決

定いたしました。 

 なお、本法律案に対し附帯決議が付されております。 

 以上、御報告を申し上げます。 

○附帯決議（平成一五年六月五日） 

 政府は、次の事項について、適切な措置を講ずるべきである。 

一、一年を超え三年以内の期間継続して労働者派遣の役務の提供を受けようとする場合

には、派遣先において労働者の過半数で組織する労働組合等からの意見聴取が確実に

行われ、意見が尊重されるよう派遣先に対する指導に努めること。 

二、いわゆる「リストラ」等の雇用調整を実施中及び実施直後に、当該雇用調整で解雇

した労働者が就いていたポストに労働者派遣を受け入れる場合には、派遣先は受入れ

期間の設定など適切な措置を講じ、労働者の理解を得られるよう努めなければならな

い旨指針で明記し、その周知に努めること。 

三、派遣元事業主は、労働者を派遣労働者として雇い入れようとするときは、その雇用

期間に関し、当該労働者の希望及び当該労働者に係る労働者派遣契約の労働者派遣の

期間を勘案して、当該労働者の雇用の安定を図るために必要な配慮をするよう努めな

ければならない旨指針で明記し、その周知に努めること。 

四、派遣先は、三年までの間で派遣可能期間を定めることが可能となったことを勘案し、

労働者派遣契約の労働者派遣の期間に関し、派遣元事業主と協力しつつ、派遣労働者

の雇用の安定を図るために必要な配慮をするよう努めなければならない旨指針で明記

し、その周知に努めること。 

五、物の製造の業務等への労働者派遣事業の拡大に当たっては、請負等を偽装した労働

者派遣事業に対し、その解消に向け労働者派遣事業と請負により行われる事業との区

分に関する基準等の周知徹底、厳正な指導監督等により、適切に対処するとともに、

派遣労働者に対する安全衛生対策に万全を期すること。また、請負に係る労働者の保

護のため、請負により行われる事業に対し、労働基準法等労働諸法令が遵守される取

組を強力に進めること。 

六、派遣労働者を含む短期雇用労働者が、労働条件や待遇において、不合理な差別を受

けることがないよう、必要な措置を講ずること。 

七、派遣労働者の保護の実効性については、使用者責任の遵守の観点から、都道府県労

働局において、職業安定行政と労働基準行政との連携を基に、指導・監督体制の強化

に努めること。 

八、紹介予定派遣について事前面接等労働者を特定することを目的とする行為に係る規

定を適用しないこととするに当たっては、濫用防止を図るための措置を指針で定め、

適正な運用の確保に努めること。 



九、労働者派遣事業適正運営協力員制度については、制度の趣旨がいかされるよう、国

民への周知と必要な体制整備を図ること。 

十、地域における雇用の確保を図り、国、地方公共団体、民間職業紹介事業者、学校及

び商工会議所等が連携して職業紹介できるよう、その体制整備の在り方について、早

急に検討を行うこと。 

十一、職業紹介事業の兼業禁止規定を撤廃するに当たっては、事実上の強制労働や中間

搾取等が発生することがないよう、許可基準において厳正な対応を図ること。 

 右決議する。 


